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複合災害科学部門　防災・減災計画分野

新潟市の土地条件区分と液状化危険度の関係

保坂　吉則

1．はじめに

　東日本大震災において関東の各地で局地的に発生した液状化被害をきっかけに，宅地の安全に対する

市民の関心が高まっており，各自治体では液状化ハザードマップの整備・再検討をする動きが見られる．

建設工事で一般的に行われているボーリングデータを利用した評価を，市町村レベルの広域で行うこと

は，データ密度の問題から現状では限界があるため，旧国土庁や国土地理院では，土地条件図を活用し

た簡易的な危険度評価の指針を示している．本研究は，新潟地震の被害履歴があり，ボーリングデータ

が多い新潟市中心部を対象に液状化評価を実施し，調査地点毎の液状化指数PLと土地条件を統計的に分

析することによって，相互の関係を定量的に明らかにすることを目的としている．

2．液状化評価の方法と検討範囲

　液状化評価は，新潟市中央区の北部を対象に，近年整備されたほくりく地盤情報システム1）のボーリ

ングデータを用いて，道路橋示方書2）に準拠して各層の液状化抵抗率FLを求め，さらに調査孔毎の液状

化指数PLを計算した．地震動入力は，まず新潟地震レベルの加速度で，新潟地震の被害分布との比較を

行うとともに，将来的な危険度評価のためのレベルⅡ地震動による算定を実施し，それぞれ土地条件毎

にPL値の確率密度を求めて，土地条件と液状化危険度の関係を検討した．なお，確率密度関数は切断型

正規分布を適用した．

3．新潟地震レベルの地震動に対する評価と土地条件

　各点のPL値を，新潟大学の調査3）に基づく被害地

域と無被害地域に分けて求めた確率分布が図1であ

る．無被害地域のPL値はほぼ10未満に分布している

のに対して，被害地域はPL＞5の確率が高くなって

いる．

　次に，主な土地条件毎の確率分布を図2に示す．

古い自然地盤である砂州・砂堆，砂丘，自然堤防は

ほとんどが無被害地域に属しており，PL値は小さな

値に分布している．一方，形成年代が比較的新しく，

人工的な改変を含む平坦化地と盛土地のPLが高い値

に分布し，前述の土地条件とは明らかな違いが見ら

れる．

図1　新潟地震の被害履歴とPLの関係
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4．レベルⅡ地震動に対する評価

　道路橋示方書では，レベルⅡ地震動を，海溝型のタ

イプ1と内陸直下型のタイプ2に分類しているが，両方

のPL値に大きな差はなかったので，タイプ1の結果を

図3に示す．図2と比較して，いずれの土地条件でもPL

値は大きくなるが，新潟地震レベルでは危険度が小さ

かった自然堤防と砂丘地の液状化危険度が，盛土地と

同様に高くなる可能性のあることが示された．

5．地下水位条件と液状化指数

　新潟地震時に海岸砂丘部の被害はほとんどなかった

が，レベルⅡ地震動に対しては危険度が高くなる傾向

を示しており，その評価は新潟市の防災計画上でも重

要となる．そこで液状化が生ずる深度に着目し，PL値

と地下水位の関係を比較して図4に示す．データ分布

の包絡線から，地下水位が深くなるほど，PL値の最大

値が小さくなる傾向となった．砂丘地で標高の高い地

点は一般的に地下水位が深く，比較的安全と判断でき

る一方，辺縁部の低地に隣接する区域は危険度が高い

と考えられる．

6．まとめ

　ほくりく地盤情報システムのボーリングデータを用

いて，新潟市中心部の液状化評価を実施し，新潟地震

の被害状況，および土地条件区分との関係について統

計的な比較検討を行った．その結果，新潟地震レベル

の震動に対しては，被害が顕著であった盛土地等の土

地条件でPL値分布の高い傾向があり，自然堤防や砂丘

地では液状化の可能性が小さいことを定量的に明示で

きた．非常に強いレベルⅡ地震動に対しては，砂丘地や自然堤防でも液状化する可能性が示されたが，

土地条件に加えて地下水位条件を考慮する必要があることを明らかにした．
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図2　土地条件とPL分布
（新潟地震レベル）

図3　土地条件とPL分布
（レベルⅡタイプ1地震動）

図4　地下水位とPLの関係




